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はじめに  

知の時代に入り、我が国の知の基盤を支える大学の役割はますます重要となっている。  

産学官連携の一層の推進だけでなく、大学の多様な知的活動を通じた社会貢献への期待、  

さらには大学の在り方そのものに対する社会の関心も、これまでになく高まっている。   

一方、産学官連携が進み、技裾移転の推進や兼業の規制緩和等により民間企業と大学・  

教職員との関係が深化してきたことにより、大学の教育・研究への影響に配慮する必要  

性も一層高まりつつある。   

これからの大学には、我が国の「科学技術創造立国」の実現に健全に寄与するための  

基礎として、自らのインテグリティ（社会的信頼）を確保しつつ、社会への説明責任を  

十分に果たすことにより、産学官連携の推進に伴う懸念を払拭していくことが求められ  

ているのである。   

特に、国立大学については平成16年度に法人化を控えている。法人化により国立大学  

に関する予算・組織・人事等に関する規制は大幅に縮小し、国立大学法人はこれまで以  

上に弾力的に産学官連携活動を推進することが可能になる。それとともに、各大学は独  

自の教育・研究の基本理念や目標を自ら明確にし、組織として産学官連携や技術移転に  

どのように取り組んでいくかを明らかにすることが求められる。   

本報告書は、今後、我が国の大学が産学官連携や技術移転を進めていく上で避けるこ  

とのできない、利益相反（責任ある地位にいる者の個人的な利益と当該責任との間に生  

じる衝突）と呼ばれる課題への対応について、・基本的な考え方を整理し、各大学が検討  

する際の参考となる資料を提示すろものとして作成した。   

利益相反への対応としては、金塵的情報の開示により学内での透明性を高めると同時  

に、各大学の基本理念に照らし、インテグリティ保持の観点から特に必要性が高い場合  

には何らかの対処を行うことが必要と考えられる。ただし、具体的な利益相反にいかに  

対処するかという点に関しては、大学ごとのポリシーに依存するものであり、また、事  

例に応じて様々な選択肢が可能である。本ワーキング・グループでも一つの事象に対し  

様々な評価・見解が示された。   

従って、本報告書では、利益相反事例に対する対処のルール化ではなく、学内におい  

ていかなるマネジメント・システムを設けるべきか、という点に議論の焦点を絞り、一  

つのモデルとなるべきマネジメント・システムの在り方を提案することとした。各大学  

においては、まずそれぞれの教育・研究に対する基本理念と産学官連携の方針を明確に  

した上で、それらの方針のもとに、独自の利益相反ポリシーとマネジメント・システム  

を構築することを強く期待するものである。   

なお、本ワーキング・グループにおける検討の最も重要な視点は、産学官連携活動を  

進めている教職員個人を支え、意欲的な教職員の能力が最大限に発揮できるような環境  

づくりという点であった。各大学においては、本報告書の内容を参考にしつつ、新たな  

時代における大学と社会との関係の在り方について議論を深め、利益相反という課題に  

も適切に対処することにより、大学としての使命を全うしながら「科学技術創造立国」  

の実現に貢献するための一助としていただきたい。   



1．利益相反とは何か  

（1）利益相反とは何か（概念整理）   

① 産学官連携の推進と利益相反   

我が国の大学は、従来、教育・研究を伝統的使命とし、優れた人材の養成と学術研  

究の発展への貢献を通じ、我が国のみならず人類全体の社会・経済・文化等の充実発  

展に大きく貢献してきた。今後の社会・経済の更なる高度化・複雑化や国際社会の進  

展、生涯学習需要の高まり等に伴い、大学は、教育・研究の質の高度化への要請や社  

会の需要の一層の多様化等に適切に応えるとともに、長期的観点に立った教育・研究  

の展開によって社会をリードしていくという重要な役割を担っている。   

教育・研究活動を通じた長期的観点からの社会貢献に加え、新たな「知」の時代を  

迎えた今日、大学には自らの研究成果を社会との日常的連携を通じて活用することに  

より積極的に社会に貢献することが一層強く求められている。特に、新技術・新産業  

の創出による我が国経済の活性化が重要な課題となっている現在、産学官連携を通じ  

た大学の研究成果の社会還元への期待はこれまでになく高まっている。   

産学官連携は教育・研究の成果を社会貢献に活かすための一形態であり、大学が産  

学官連携を通じて研究成果の社会還元を進めることは、大学がその存在理由を明らか  

にし、大学に対する国民の理解と支援を得るという観点からも重要である。   

しかし、真理の探究を目的とし、人類共有の財産とするための研究成果の公表を原  
則とする大学と、利益追求を目的とし、営業上の秘密を競争の源泉の一つとする企業  

とは、もとより．その基本的な性格や役割を異にしている。産学官連携を進める上では、  

大学や教職員が特定の企業等から正当な利益を得る、又は特定の企業等に対し必要な  

範囲での責務を負うことは当然に想定され、また、妥当なことである一方で、このよ  

うな両者の性格の相違から、教職員が企業等との関係で有する利益や責務が大学にお  

ける責任と衝突する状況も生じうる。このような状況がいわゆる「利益相反（con批t  

ofinterest）」といわれるものである。   

例えば、特許の実施契約や教員による技術指導は産学官連携の基本的な活動形態の  

一つであり、実施料収入や兼業報酬といった形で教員個人が金銭的利益を得るのが通  

常であるが、たとえ、当該教員が正当に大学の職務を遂行していたとしても、特定の  

企業から金銭的利益を得ているために、社会から疑念を抱かれる可能性も否定できな  

い。「研究テーマが当該企業の利益のために設定される等学術研究上の有意性に欠け  

るのではないか」「当該企業に有利なデータ収集等がなされる等研究の客観性に欠け  

るのではないか」「研究結果が正当に社会に公表されずに学術研究の進展を妨げてい  

るのではないか」等である。また、その施設設備や研究経費等、活動の基底部分を公  

的資金によって支えられている教員が、社会的利益を圧迫してまで多額の個人的利益  

を得ることについて、必ずしも全ての国民の理解を容易に得られる訳ではない。産学  

官連携の成功により教員が得る利益が多額になればなるほど、課題は一層深刻に感じ  
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られるであろう。学生が参加している場合には、教育上の責任について問われる可能  

性もある（狭義の利益相反の問題）。   

また、教員が企業の役員や技術指導等の兼業活動を行っている場合には、このよう  

な企業の業務に関する責任を優先したために、休講が多い、あるいは研究室に不在が  

ちで学生への対応が不十分、といった問題が生じる可能性もある。教員が兼業として  

行う企業役員の職務や云ンサルティング活動等は大学の職務外の行為（いわば「副菜」）  

であり、このような兼業活動を理由として大学の職務に支障が生じることは回避しな  

ければならない（責務相反の問題）。   

利益相反とは、このように教職員や大学の産学官連携活動に伴い日常的に生ずる状  

況のことであり、適切な対応を怠れば、場合によっては大学のインテグリティ  

（血昭和）－を害し、ひいては大学の教育研究活動を阻奪するおそれがある。大学が自ら  

のインテグリティを保持しながら産学官連携を通じて社会貢献という使命をも果たし  

ていくためには、利益相反に関する適切な対応が不可欠である。   

② 米国における議論の背景と概念整理   

利益相反の概念は、米国における産学官連携の進展の過程で発展してきたものであ  

る。   

米国では古くから技術移転が行われていたが、特に19紬年のバイ・ドール法2制定  

以来、産学官連携推進のための施策が展開され、大学は教育・研究という伝統的な使  

命に加え、技術移転や新産業創出といった形での新たな社会貢献を求められるように  

なった。その結果、大学の研究成果に基づいた新技術・新産業の創出が活発になり、  

90年代における米国のハイテク産業の興隆につながったと言われる。   

しかし同時に、大学と産業界の関係が密接になり、教員が企業からコンサルタント  

報酬や未公開株という形で個人的に金銭的利益を待たり、・兼業等の外部活動において  

企業に何らかの責任を負うといった場面も増加した。このような大学を取り巻く状況  

の変化に関しては、経済発展への大学の貢献が評価される一方で、「本来の教育・研究  

に負（マイナス）の影響を与えるのではないか」という懸念が生じるようになった。   

このような中で、大学本来の使命に対する社会の倍額を維持しつつ、社会貢献とい  

う大学の新たな役割を果たしていくための必要条件として、「利益相反」への対応の重  

要性が指摘されるようになり、大学関係者の間で今日までさまざまな議論がなされて  

きている（（2）②参照）。   

なお「利益相反」とは、一般には「責任ある地位に就いている者の個人的な利益と  

1インテグリティ（inte由り）‥我が国において定着した訳語は見出しがたいが「社会的信軌「尊厳」  

「らしさ」といった意味合いで用いられる。また、マネジメント・システムを機能させるうえでの手  

段に着日すれば「自らを一体の統合されたものとして健全に律するさま」という意味にも捉えられる。  

なお、語源的意味としては「完全」「健全」。  

2購0年に行われた米国特許法の改正の通称。政府資金により得られた研究成果を政府ではなく当  

該研究機関に属させることができる旨を規定。  
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当該責任との間に生じる衝突」】（Webster，sThirdNewIntemationalDictionaryofthe  

EnglishLanguageUnabridged（1986））を言うものと考えられているが二産学官連携に係  

る利益相反の具体的な内容・範囲については各大学の利益相反ポリシー等でそれぞれ  

異なった記述がされており、明確な統一的定義は見出し難い状況にある。   

例えば、スタンフォード大学のResearchPolicyHandbookにおいては、利益相反につ  

いて「その人の個人的な利益と大学における職業上の義務が競合し、客観的にみて教  

員が個人的な利益を優先させて活動したと思われるような時に発生する」と解説され  

ている。   

また、大学教職員が兼業する場合の兼業と本務との時間酉己分等の問題については、．  

2つの一責務」が相反する問題、すなわち責務相反（COnflictofcommitment）と呼ばれ、  

利益相反と区別して論じられることが多い。   

さらに、これまで米国で利益相反として論じられてきたのは、主に「教職員個人」  

の利益にかかわるものであるが、技術移転の活発化に伴い「大学組織jが実施料収入  

や株式保有に伴う利益を得る場合も増加しつつある。このような場合の利益相反は「大  

学（組織）としての利益相反」として、個人としての利益相反とは区別して議論され  

る。   

③ 本報告書における概念整理   

上述のように「弄tJ益相反」という用語2には複数の意味内容が含まれているが、本報  

告書では、以下のように概念整理することとする。  
■■●●1●■t■■＝■■■一－■一一■●－……－…■ル■－■－■●■－●－－●●－■－…………………………………－………－■●■■■■■■－■●●■■■■＝■■■●●●■■■■t■■●■■■■●＝■■■■●●●■■■■●■■■  

個人としての利益相反（エ）  

大学（組織）としての利益相反（オ）  ） 1 （ 

≡義）（イヰ  利益相反（広義）（7  

■＝＝＝＝＝＝■■■■●●＝＝■＝■■■■●■■■■■■t■＝■■■■■●■■●■■●－■…■■■…■■－＝……＝■■■■■…－■■＝＝－－－…■－…■－■■■■■■■■＝…■＝■■■■■■■－■■■－－－…●■■■■●■■  

ア）広義の利益相反：  

狭義の利益相反（イ）と責務相反（ウ）の双方を含む概念。  

イ）狭義の利益相反：  

教職員又は大学が産学官連携活動に伴って得る利益（実施料収入、兼業報酬、  

1英語の原文でば，aconnictbetweentheprivatc・interestsandtheofBcialresponsibilitiesofapersonina  
positionoftruSt（asagovernmentofncial）’’と記述されている。  

2英語で言うcon幻ictoH血erestの訳語として本報告書では「利益相反」の用語を当てている。「利益  
相反」については、商法第265条等で用いられているが、そこで言う利益相反行為は取締役会の承認  
等一定の規制の下に置かれることが前提となっている。また、国家公務員倫理法や国家公務員倫理規  
程では、利益相反の語は使用されていないものの、「職員の職務との利害関係」として特定の利益相  
反について規定されている。本報告書でいう利益相反は、むしろ、大学（組織）における自主規制に  
服すべきものを中心とする。  
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未公開株式等）と、教育・研究という大学における責任が衝突・相反している  

状況。   

ウ）責務相反：  

教職員が主に兼業活動により企業等に職務遂行責任を負っていて、大学にお  

ける職務遂行の責任と企業等に対する職務遂行責任が両立しえない状態。   

エ）個人としての利益相反：  

狭義の利益相反のうち、教職員個人が得る利益と教職員個人の大学における  

責任との相反   

オ）大学（組織）としての利益相反：  

狭義の利益相反のうち、大学組織が得る利益と大学組織の社会的責任との相  

反  

※狭義の利益相反と責務相反の異同  

どちらも大学における責任の遂行が問題となる点で鱒同じであるが、その要因   

が「企業等から得る利益」である場合には狭義の利益相反、「企業等に対して負う   
責任（責務）」である場合には責務相反、と区別することができる。  

利益相反の概念それ自体は、「大学における責任が果たされていないこと」をさすの  

ではない。その状態自体に問題があるというよりも、むしろ、そのような状態に大学  

が無関心であることによって、社会一般の目からすれば大学における責任が果たされ  

ていないかのように見えてしまい（アピアランス（appemcり－の問題）、大学のインテ  

グリティ、すなわち大学に対する社会的信頼が損なわれるおそれがあるという点にお  

いて問題となる。   

なお、本ワーキング・グループでは、主に、教職員が安心して産学官連携に取組め  

る環境づくりという観点から検討を行った。従って、本報告書では、大学（組織）と  

しての利益相反よりも、個人としての利益相反への対応策を中心にまとめることとす  

る。   

責務相反については、教職員の服務制度と密接に関連するが、国立大学については  

法人化後の制度設計がまだ検討段階にあるという事情もあり、現段階では十分な議論  

がなされなかった。これらの課題については、国立大学法人の具体的な制度設計に応  

じて、より詳細な検討を行うことが必要である。また、教職員の勤務形態や兼業制度  

は、大学（学校）法人の就業規則等により定められるため、各大学では、教職員の職  

務と責務相反の問題について十分認識を深めた上で、適切なルールを作成すべきであ  

る。   

また、大学（組戚）としての利益相反については、具体的には、大学が特定企業と  

1 

アピアランス（ap阿柑m¢e）とは、ある状態が生じていることが事実か否かを闘わず、ある状態であ  

るように見えて受け取られること。見かけ。利益相反の議論においては、免ct（事実）と対照的な用  

語として使用される。  
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大規模な研究契約を締結する場合や大学が組織有の特許等について企業に実施権を設  

定する場合、TLO等に大学が出資する場合等に生じるものである。私立大学ではすで  

にこのような状況がみられることもあり、我が国においても重要な課題であるが、大  

学と産学官連携を取り巻く制度や状況の展開が急であるということもあり、本ワーキ  

ング・グループとして、限られた時間内で深く議論することはできなかった。従って、  

大学（組織）としての利益相反については、本報告書では問題意識と検討の方向性を  

指摘することにとどめるが、今後必要に応じて各大学でマネジメントシステムが検  

討されるよう期待するものである。   

④ 法令違反と利益相反との相違   

利益相反は「法令違反」とは異なった概念である。法令上の規制に対する違反行為  

につV†ては、法令で定められた一定の制裁・責任（刑事罰、行政罰、民事上の損害賠  

償責任等）が課せられ、かつ、公権力（司駄や行政）による強制力を伴っている。   

これに対し、法令上は問題とならない利益相反は、法令上規制されていない行為を  

行っているにもかかわらず、周辺の状況によって、社会から「大学における責任が十  

分に果たされていないのではないか」と疑われる可能性がある状況である（社会的受  

容性の問題）。このような「状況」は、法令上直ちに問題とはならないが、社会的存在  

としての大学がインテグリティ、すなわち社会からの信頼を待つつ発展するために、  

誠実かつ適切な対応が要求されるという性質の事柄である。   

なお、法令違反と利益相反との主な相違点について以下のとおり整理することも考  

えられる。  

法令違反への対応   利益相反への対応   

責任の性質   法令上の責任（刑事罰、行  社会に対する説明責任、社会的  

政罰、民事上の損害賠償責任  

等）   

責任の主俸   規制に違反した個人・法人  

の責任者等   

違反・相反状態へ  一律に回避されるべき状態  必ずしも回避する必要はなく、   

の対応方法  情報開示やモニタリング等、透明  

性を高めることによりマネジメ  

ント可能   

判断基準   法令による一律のルール   各大学ごとのポリシーによる  

／レール  

利益相反委員会で個別に判断、  

多様な対応方法が可能   

最終的な判断権者  裁判所   大学   
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（2）利益相反がなぜ間唐なのか（問題の所在）   

① 利益相反と大学のインテグリティ   

言うまでもなく、大学の本来の使命は人材養成と学術研究である。そして、大学は、  

これらの機能を果たす機関として法令上の位置づけを与えられ、公的研究資金の供与  

や税制上の擾遇措置等の公的支援を受けている。その意味において、大学は国公私立  

を問わず、広く国民に対し、教育・研究を適切に遂行する責任を担っていると言える。   

利益相反が生じている状況は、このような教育・研究に関する社会的責任が十分に  

果たされていないのではないか、との社会の疑いを惹起しうる状況である。このよう  

な状況に対し大学が適切な対応を怠れば、大学のインテグリティを損ないかねず、結  

果として産学官連携の推進自体が阻害されるおそれがある。そのため、大学において  

は、利益相反がより深刻な事態に陥ることを未然に防止するとともに、社会への説明  

責任を果たす観点から、教育・研究上の責務が適正に東たされていることを自ら審査・  

実証するための、透明性の高いルールとシステムを整備することが必要となる。   

② 米国における議論の経緯   

米国では、比較的早くから技術移転と利益相反問題の重要性が認識されている。例  

えば1964年には、大学関係者の団体であるAAUPlとACE2が共同で「大学での政府支  

援研究における利益相反の防止」3という文書を出し、大学からの技術移転の重要性と、  

大学の主体性維持のための利益相反の重要性を指摘した。   

その後、1980年のバイ・ドール法の制定を契機に、大学からの技術移転が一層活発  

になった。同法のもとで、大学には連邦政府の資金によって大学で生まれた特許が  

TLOを通じて産業界に移転されるシステムが整備され、それと共に大学関係者の間で  

利益相反に関する議論も並行してなされてきた。特に、90年代に入って技術移転によ  

る経済活性化が国家の優先施策として改めて強調されるようになったことを受け、よ  

り充実したガイドラインが必要との認識が高まったため、AAU4（全米大学協会）は  

1993年に「金銭的利益相反に関する枠組み文書」5を発行、多くの大学では現在この  

文書に示された枠組みにのっとって利益相反ポリシーを整備している。なお、AAUは  

さらに2001年に金銭的利益相反に関するガイドライン6を作成・公表している。その  

中では、例えば、個人としての利益相反の運用ガイドラインとして  

・研究における金銭的な利益相反への対応には、大学に頑健なマネジメント・シス  

テムが必要。  

・金銭的利益は相反しない場合が多く、利益相反はマネージが可能な場合が多い。  

】 
TheCounciloftheAmericanAssociationofUniversityPro免ssor  

2TheAmericanCouncilonEducation  
3＝OnPreventingConmctsof－nterestinGovemrnent－SponsoredResearchatUJlivcrsities” 4 
AssociationofAmericanUniversities  

5’TrameworkDocumentOnManagingFinaJICialConnictsoflnteresで， 6 
“ReportonlndividuaIandInsthtionalFinancialConnictoflnterest”byThskForceonResearch   

Accountabil吋  
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・研究者の金銭的な情報を学内の責任者に開示するものとする。   

■ 学術論文の公表や口頭発表の際に金銭的な情報を併せて公開するものとする。  

等の10項目を、共通のマネジメント方法として挙げている。また、大学関係団体のほ  

か、政府資金を供与している機関においても、各大学の取組を促進するための方策が  

講じられている。例えば、N山11（国立衛生院）、NSF2（全米科学財団）では連邦規則3  
により、大学への助成金交付の際の条件として、利益相反ポリシーを整備しているこ  

と、研究者に対し金銭的利益の開示を要求していること等当該大学において一定の対  

応策がとられていることを求めている。   

米国におけるこれらの取組は、関係者の間で長年積み重ねられてきた議論と経験の  

結果であり、我が国における対応策を議論する際の参考として有用であろう。米国の，  

取組の特徴としては、①統一的なルールが存在せず、各大学のポリシーに委ねられて  

いる、②教職員の金銭的情報の大学への開示を重視する、③大学関係団体が包括的な  

ガイドラインを作成している、といった点が挙げられる。   

③ 我が国における状況   

我が国においては、利益相反問題について議論の蓄積はまだ十分とは言えない。産  

学官連携の進展に伴い、関係者の間で問題の重要性が認識され始めてはいるが、利益  

相反の範囲やとるべき対応策について、 大学関係者で共通理解が得られているとは言  

い難い。   

一方、近年の産学官連携の機運の盛り上がりと関連施策の展開により、我が国にお  

ける産学官連携活動は急速に拡大している。例えば平成9年以降国立大学教員の兼業  

規制の緩和により教員がコンサルティング兼業で報酬を待ることは日常化し、平成10  

年に制定された大学等技術移転促進法のもとで27のnOが承認（平成14年11月1  

日現在）される等技術移転体制の整備も進み、教員が特許の実施料収入を得る事例も  

増加しつつある。また、平成12年の人事院規則の整備等により国立大学教員の役員等  

兼業が可能になって以降、役員等兼業件数は着実に増加し、現在取締役の兼業承認を  

受けている教員は80人を越えている（平成14年10月末現在）。   

さらに、国立大学については、平成16年度に予定されている法人化以降、各大学や  

教職員の自由度が増すことが想定されており、法人化を契機として利益相反の課題が  

一層意識される可能性が高い。また、非公務員型になることにより、これまで国家公  

務員法や国家公務員倫理法等法令の下にあった服務関連の規定が、各大学の就業規則  

等に委ねられることになり、各大学がそれぞれの判断でルールを作成することが必要  

となる。   

このように状況にもかかわらず、ほとんどの大学では、個々の事例として問題とな  

りうるケースがあることを認識しているものの、利益相反への体系的な理解、取組は  

JNationalhstitutesorHealth  
2NationalScienceFoundation  
342CFRPart50，45CFRPart94  
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ほとんどなされていないのが現状である。今後、産学官連携が一層活発になることが  

予想されている中、利益相反に関する対応方針の確立は各大学において早急に取り組  

むべき課題である。  
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2．利益相反への対応に関する基本的な考え方  

（1）大学が利益相反に取り組む目的   

先に述べたように、利益相反への対応策を講ずることは、大学の本来の使命たる教  

育・研究に対する責務が全うされていることを担保し、大学のインテグリティを維持・  

確保するとともに、産学官連携の健全な推進を図るために必要不可欠なものである。   

また、利益相反自体は直ちに法令上の違反行為に至るとは限らないが、利益相反を  

常に注視し適切に関与することにより、法令違反に至ることを事前に防止する効果も  

ある。   

我が国における産学官連携では、これまで個人としての「お付き合い型」が主流で  

あり、利益相反についても個々のケースごとに個人の判断と責任に委ねられてきた。  

しかし、連携をより効果的に行うため、昭和58年度の共同研究制度の発足以降、国立  

大学における共同研究センターの整備開始、研究協力部課等の設置、平成10年の大学  

等技術移転促進法の制定によるTLOの整備等、従来の個人ベースのお付き合い型の産  

学官連携から「契約やルールに基づく組織的な産学官連携」への転換が進められてい  

る。さらに、大学教員の特許についても、昭和52年の学術審議会答申を踏まえた昭和  

53年の通知1以来、個人有が原則とされてきたが、国立大学怯人化を契機として原則  

組織帰属・管理とすることが検討されている。 このような組織的な産学官連携の推進  

という施策の流れの中で、利益相反が産学官連携に伴い日常的に生ずる状況であるこ  

とを踏まえれば、大学が組織として利益相反への対応策を講ずることが当然に求めら  

れるであろう。   

大学が利益相反への対応策を講ずることは、大学が教職員個々人の産学官連携活動  

に適切に関与することにより、より深刻な事感に陥ることを未然に防止するという、  

組織としてのリスク管理の一局面でもある。   

また、前述のように、これまでほとんどの場合教職員個人が利益相反に関する社会  

への説明責任を負ってきたが、このような状況が教職員にとって→種の負担となり、  

意欲ある教職員が産学官連携で十分に能力を発揮できない要因の一つとなっていたこ  

とも考えられる。このような教職員個人の責任と利益を大学が適切に分担することに  

より、教職員が安心して産学官連携に取り組ゃる環境を整備するという観点からも、  

大学が利益相反に関する学内のルール、システムを整備することが重要である。  

（2）教育上の責任の重要性   

言うまでもなく、優れた人材の養成は大学の中核的責務であり、学生の教育に対す  

1学術審議会答申「大学教員等の発明に係る特許等の取扱いについて」（昭和52年6月17日）及び  

文部省学術国際局長・会計課長通知「国立大学等の教員等の発明に係る特許等の取扱いについて」（昭  

和53年3月25日付け文学術第117号）  

10   



る教職員の費任は極めて重要である。産学官連携活動に学生が関与することについて  

は、現実の経済・社会が抱える課題を体得できる、ビジネスの現場での技術開発競争  

を体験できる、等の利点も多く認められるが、教職員が企業向けの活動を優先させる  

ことによって、教育の機会が狭められたり、学生の独自性と学問の探究が阻害される  

等、教育面で支障が生じないよう、最大限の配慮を払う必要がある。   

なお、学生の国立大学における法的位置づけについては、かつては特別権力関係論  

により大学に包括的支配権を認める見解もあったが、現在では学生と大学の間の在学  

契約に基づき当事者が互いの権利義務を負うという契約関係にあるとする見解が主流  

である。   

従って＞学生を産学官連携活動に関与させる場合には、教育指導の観点だけでなく、  

学生の教育を受ける権利の保障、学生が選択できる自由の確保、といった親点も併せ  
て考慮する必要がある。  

（3）対象者の範囲   

利益相反を議論する際の対象者の範囲については、利益相反が大学のインテグリテ  

ィの間嶺であることからすれば、大学のインテグリティを維持する上でその者に係る  

利益相反のマネジメントが必要かどうかという観点から、その範囲を決定することが  

適切である。   

諸外国の例では、利益相反を主に教員（研究者）に由来する問題として捉えている  

大学が多い。我が国でも、基本的には「自分白身で研究費を獲得してくる研究の第一  

線にある教員（教授、助教授、講師、助手）」を対象とするが、大学の管理運営や産学  

官連携に関与するその他の大学職員（技術移転担当者等）についても同様の問題が生  

じうることに留意しておく必要がある。また、インテグリティ確保め観点から、ボス  

ドクや大学院生に係る利益相反によっても、場合によってはマネジメントの対象とす  

る場合がありうると考えられる。   

加えて、国立大学では、法人化に当たり「非公務員型」が採用されることによって、  

より柔軟で弾力的な雇用形態が静められ、「教員」「事務職員」「技術職員」という伝統  

的な区分けが相対化していく可能性もあることに留意する必要がある。特に、産学官  

連携の分野では、各大学の人事戦略に基づいて、専門的知識・技能等を重視した人材  

配置が期待されており、その場合には、これらの職員も対象に含まれうる。  

（4）どのようなアプローチをとるか   

利益相反への対応策としては、まず、r望ましくない行為を列挙して予め禁止する」  

という、行為規範的アプローチが考えられる。（国家公務員倫理法に掛ナる利害関係者  

との禁止行為の規定と同様の考え方）   

しかし、「してはいけない」行為を列挙することは、産学官連携自体にマイナスのイ  

メージをもたらし産学官連携を阻害しかねず、産学官連携の健全な推進、という利益  

＝   



相反対応の基本的な目的に反する結果となる。また、同一の行為であっても、異なる  

状況や大学ごとの事情により、多様なマネジメントが可能であろう。   

従って、産学官連携を阻害しないためには、「個別事例に応じて多様な解決方法を提  

案・実施するために、一定の手続・体制を整備する」という考え方、すなわちマネジ  

メント・システムの構築というアプローチが有効である。   

もっとも、マネジメントの円滑な実施を図るためには、いかなる事例が利益相反で  

あり適切な対処が必要とされるのかを教職員に理解してもらうよう、利益相反の具体  

的な事例をいくつか示すことも必要である。 1   

また、マネジメント・システムの構築に当たっては、社会的な利益が期待できるに  

もかかわらず不適当な状況に至るおそれがある場合に、それをやみくもに回避するこ  

とを主眼におくのではなく、社会や大学そして教職員の正当な利益配分を管理しつつ、  

関連情報を学内でできる限り開示することにより透明性を確保し、ひいては国民の疑  

惑を生じさせないようにするという観点を重視する必要があろう。このように学内で  

の透明性を高めておけば、利益相反に関する関係者の意識も向上し、不当なバイアス  

の介入を事前に予防することにも資すると考えられる。   

なお、利益相反は、大学のインテグリティ確保の観点から教職員の有する金銭的利  

益にかかる情報の開示等を通じて学内の透明性を高めておくことは重要であるが、必  

ずしもすべての場合に産学官連携活動等を制限するような対処が求められるものでは  

なく、インテグリティ確保の必要性がより高いと思われる場合に限り一定の対処が必  

要なものと考えられる。そして、どのような場合に対処が必要かという点については、  

各大学の教育・研究や産学官連携に関するポリシーに照らし判断されるものである。  

（5）個人としての利益相反に関するマネジメント・システムの枠組み   

本報告書では、特に個人としての利益相反に対するマネジメント・システムの枠組  

みについて議論を行った。具体的には、（4）で述べたようなアプローチに従って、以  

下のようなものが適当と思われる（具体的には3．参照）。  

1本報告書の別添に具体的な事例を例示したが、各大学においてさらに事例研究を行うことが期待さ   

れる。  
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